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平成 １６年 ３月期 個別中間財務諸表の概要 平成１５年１１月２５日

上 場 会 社 名       昭 和 産 業 株 式 会 社            上場取引所 東証、大証第１部
コ ー ド 番 号       ２００４ 本社所在都道府県 東京都
（ＵＲＬ  http://www.showa-sangyo.co.jp ）
代 表 者     代表取締役社長 福井 茂雄

問 合 せ 先     総務人事部長 小川 敏郎 ＴＥＬ（０３）３２５７－２０１１

中間決算取締役会開催日 平成１５年１１月２５日 中間配当制度の有無          有

単元株制度採用の有無          有(１単元１，０００株)

１． １５年９月中間期の業績(平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日)

(1) 経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しています。

売 上 高    営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
15年 9月中間期
14年 9月中間期

６２，２８３ △１．７
６３，３５１ ０．９

１，９４７ ７９．９
１，０８２ △２１．８

１，８２４ １６５．６
６８６△ ５５．７

15年 3月期 １２５，９５３ １，９０７ １，２９２

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期
14年 9月中間期

９４６ ２１４．０
３０１△ ５５．７

５．３０
１．６９

15年 3月期 △９２２ △ ５．２１
 (注)①期中平均株式数 15 年 9 月中間期 178,733,846 株 14 年 9 月中間期 178,938,718 株 15 年 3 月期 177,132,048 株
 　  ②会計処理の方法の変更 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円   銭 円   銭
15年 9月中間期
14年 9月中間期

０．００
３．００

―――――
―――――

15年 3月期 ――――― ６．００

(3)財政状態
総 資 産    株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　　銭
15年 9月中間期
14年 9月中間期

１１２，４１０
１１５，１０１

４３，１８２
４２，０２５

３８．４
３６．５

２３９．０７
２３９．０６

15年 3月期 １１４，２８７ ４０，４４２ ３５．４ ２３０．８３
 (注)①期末発行済株式数 15 年 9 月中間期 180,629,968 株 14 年 9 月中間期 175,793,754 株 15 年 3 月期 175,199,011 株
②期末自己株式数 15 年 9 月中間期 19,930 株 14 年 9 月中間期 4,856,144 株　 15 年 3 月期 5,450,887 株

       
２．１６年３月期の業績予想(平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日)

１株当たり年間配当金
売 上 高    経常利益 当期純利益

期　末

百万円 百万円 百万円 円　 銭 円　 銭
通　  期 １２４，０００ ３，０００ １，４００ ６．００ ６．００

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) ７円７５銭

業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後

さまざまな要因によって異なる可能性があります。



１－(１)．中間貸借対照表

『資産の部』 （百万円未満切捨て）

（当中間期） （前  期） （前年中間期）

科    目 平成15年9月30日 平成15年3月31日 増  減 平成14年9月30日

資   産   の   部 112,410 114,287 △ 1,876 115,101

流  動  資  産 35,689 37,456 △ 1,766 35,252

現 金 ･ 預 金 1,745 3,256 △ 1,510 1,876

受 取 手 形 816 993 △ 177 1,096

売 掛 金 15,945 16,292 △ 346 16,619

た な 卸 資 産 15,168 14,226 942 12,845

繰 延 税 金 資 産 616 1,472 △ 856 1,062

そ の 他 1,514 1,332 181 1,869

貸 倒 引 当 金 △ 117 △ 117 － △ 117

固  定  資  産 76,721 76,831 △ 110 79,848

有 形 固 定 資 産 62,389 64,071 △ 1,681 65,116

建 物 ･ 構 築 物 31,571 32,291 △ 720 32,504

機 械 装 置 16,221 17,103 △ 882 17,711

そ の 他 792 765 27 865

土 地 13,780 13,833 △ 52 13,833

建 設 仮 勘 定 23 77 △ 54 202

無 形 固 定 資 産 418 357 61 394

投 資 そ の 他 の 資 産 13,912 12,402 1,510 14,337

投 資 有 価 証 券 9,295 7,721 1,574 9,560

長 期 貸 付 金 1,482 1,571 △ 88 1,614

子 会 社 株 式 2,947 2,947 － 2,938

固 定 化 営 業 債 権 321 321 － 322

そ の 他 1,222 1,197 24 1,260

貸 倒 引 当 金 △ 1,357 △ 1,357 － △ 1,359

資   産   合   計 112,410 114,287 △ 1,876 115,101

＜注記事項＞
(自己株式消却）
消却株式数（単位：株） － 1,403,000 △ 1,403,000 1,403,000
株式の取得価額の総額 － 319 △ 319 319
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１－(１)． 中間貸借対照表（続き）

『負債・資本の部』 （百万円未満切捨て）

（当中間期） （前  期） （前年中間期）

科  目 平成15年9月30日 平成15年3月31日 増  減 平成14年9月30日

負   債   の   部 69,228 73,844 △ 4,616 73,075

流  動  負  債 46,232 48,993 △ 2,760 47,020

支 払 手 形 1,617 1,353 263 2,962

買 掛 金 8,546 10,742 △ 2,196 8,007

短 期 借 入 金 23,620 20,620 2,999 22,898

ｺ ﾏ - ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ - ﾊ ﾟ - 5,500 9,200 △ 3,700 5,800

未 払 費 用 2,045 1,958 86 2,351

預 り 金 2,264 2,337 △ 73 2,220

賞 与 引 当 金 682 700 △ 18 751

そ の 他 1,956 2,080 △ 123 2,028

固  定  負  債 22,995 24,851 △ 1,856 26,055

長 期 借 入 金 14,592 16,892 △ 2,299 17,693

預 り 保 証 金 敷 金 1,304 1,303 0 1,310

繰 延 税 金 負 債 3,996 3,360 636 3,729

退 職 給 付 引 当 金 2,602 2,619 △ 17 2,686

役員退職慰労引当金 498 674 △ 176 635

資   本   の   部 43,182 40,442 2,740 42,025

資    本    金 12,778 12,778 － 12,778

資　本　剰　余　金 9,007 8,970 36 8,970

資 本 準 備 金 3,270 3,270 － 3,270

そ の 他 資 本 剰 余 金 5,736 5,700 36 5,700

<資本準備金減少差益> <5,700> <5,700> <－> <5,700>

<自己株式処分差益> <36> <－> <36> <－>

利　益　剰　余　金 19,978 19,557 421 21,308

任 意 積 立 金 16,399 16,566 △ 166 16,566

中間(当期)未処分利益 3,579 2,990 588 4,742

<うち中間(当期)純利益> <946> <△ 922> <1,869> <301>

その他有価証券評価差額金 1,423 332 1,091 36

自　己　株　式 △ 4 △ 1,195 1,191 △ 1,068

負債及び資本合計 112,410 114,287 △ 1,876 115,101
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１－(２)．中間損益計算書

（百万円未満切捨て）

（当中間期） （前年中間期） （前  期）

科    目 平成15年4月1日 平成14年4月1日 増  減 平成14年4月1日～

～平成15年9月30日 ～平成14年9月30日 平成15年3月31日

売 上 高 62,283 63,351 △ 1,068 125,953

営  業  費  用 60,336 62,269 △ 1,933 124,046

売 上 原 価 49,280 50,792 △ 1,511 101,668

販売費及び一般管理費 11,055 11,477 △ 421 22,377

営    業    利    益 1,947 1,082 865 1,907

営 業 外 収 益 439 447 △ 8 878

受取利息及び配当金 158 167 △ 8 216

そ の 他 280 279 0 662

営 業 外 費 用 562 842 △ 280 1,493

支 払 利 息 167 238 △ 70 399

退 職 給 付 費 用 324 426 △ 102 785

そ の 他 70 177 △ 106 308

経    常    利    益 1,824 686 1,137 1,292

特  別  利  益 5 3 1 3

固 定 資 産 売 却 益 － 3 △ 3 3

投資有価証券売却益 5 － 5 －

特  別  損  失 115 103 11 2,891

固 定 資 産 廃 棄 損 58 82 △ 24 189

固 定 資 産 売 却 損 15 － 15 －

投資有価証券売却損 － － － 474

子 会 社 整 理 損 － 6 △ 6 6

厚生年金基金代行部分返上損 － － － 66

投資有価証券評価損 41 15 26 2,149

出 資 金 評 価 損 － － － 4

税引前中間(当期)純利益 1,714 586 1,127 △ 1,595

法人税、住民税及び事業税 17 18 △ 1 39

法 人 税 等 調 整 額 750 267 483 △ 712

中間(当期)純利益 946 301 645 △ 922

前 期 繰 越 利 益 2,632 1,246 1,385 1,246

中  間  配  当  額 － － － 527

利益準備金取崩額 － 3,194 3,194 3,194

中間（当期）未処分利益 3,579 4,742 △ 1,163 2,990
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１－(３)．重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの……………………… 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの……………………… 移動平均法による原価法

２.デリバティブ取引の評価基準…………… 時価法

３.たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・商品・仕掛品………………… 先入先出法による原価法

原料・貯蔵品………………………… 移動平均法による原価法

４.固定資産の減価償却方法

有形固定資産

建物（除く建物附属設備）

及び貸与資産の一部………………… 定額法

その他の有形固定資産……………… 定率法

無形固定資産

ソフトウェア………………………… 利用可能期間（５年）に基づく定額法

その他の無形固定資産……………… 定額法

５.重要な引当金の計上基準

貸倒引当金…………………………… 一般債権については貸倒実績率による見積額を、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、計上しています。

賞与引当金…………………………… 従業員の賞与支給に備えるため、その支給見込額のう

ち当中間期の負担額を計上しています。

退職給付引当金……………………… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末

において発生していると認められる額を計上してお

ります。

会計基準変更時差異については、１０年による按分額

を費用処理しております。

数理計算上の差異及び過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（１０年）による定額法により費用処理しております。

なお、数理計算上の差異については、それぞれ発生の

翌期から費用処理しております。

役員退職慰労引当金………………… 役員及び執行役員の退職により支給する退職慰労金

に充てるため、役員退職慰労金の支給内規及び執行役

員退職慰労金の支給内規に基づく中間期末要支給額

相当額を計上しています。
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６.外貨建の資産又は負債の
本邦通貨への換算基準…………………… 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

７.リ－ス取引の処理方法…………………… リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リ－ス取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

８．ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法………………… 外貨建予定取引については繰延ヘッジ処理によって

おります。

なお、金利スワップについては特例処理によっており

ます。

      
② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段            ヘッジ対象

為替予約、通貨オプション 外貨建予定取引

 金利スワップ         借入金、債券

③ ヘッジ方針………………………… 当社内部規定に基づき、原料輸入に係る為替変動リス

ク及び借入金等に係る金利変動リスクをヘッジして

おります。

９.消費税等の会計処理……………………… 税抜方式によっております。



（貸借対照表関係）

１ 有形固定資産減価償却累計額 １ 有形固定資産減価償却累計額 １ 有形固定資産減価償却累計額
119,826 百万円 117,798 百万円 115,815 百万円

２ 担保資産 ２ 担保資産 ２ 担保資産
有形固定資産 40,171百万円をも 有形固定資産 41,517百万円をも 有形固定資産 42,069百万円をも
って工場財団を組成し､短期借入 って工場財団を組成し､短期借入 って工場財団を組成し､短期借入
金１百万円の担保に供している｡ 金１百万円の担保に供している｡ 金１百万円の担保に供している｡

３ 偶発債務 ３ 偶発債務 ３ 偶発債務

保証債務 保証債務 保証債務

摘要 金額 摘要 金額 摘要 金額
（関係会社） 百万円 （関係会社） 百万円 （関係会社） 百万円

預り敷金 預り敷金 預り敷金
返還債務 返還債務 返還債務

(株)昭産ビジ (株)昭産ビジ (株)昭産ビジ
ネスサービス ネスサービス ネスサービス

(株)内外製粉 銀行等借
入金 745

(株)内外製粉 銀行等借
入金 771

(株)内外製粉 銀行等借
入金 816

九州昭和産業 九州昭和産業 九州昭和産業
(株)他２件 (株)他２件 (株)他２件

小計 19,107 小計 18,766 小計 18,714
（取引先関係） 百万円 （取引先関係） 百万円 （取引先関係） 百万円

(有)浅田農産 (有)浅田農産 (有)浅田農産
他１５件 他１２件 他８件

小計 456 小計 376 小計 310

19,564 19,143 19,025
保証予約 保証予約 保証予約

摘要 金額 摘要 金額 摘要 金額
（関係会社） 百万円 （関係会社） 百万円 （関係会社） 百万円

田中製餡(株) 銀行借入
金 500

田中製餡(株) 銀行借入
金 500

田中製餡(株) 銀行借入
金 500

経営指導念書 経営指導念書 経営指導念書

摘要 金額 摘要 金額 摘要 金額
（関係会社） 百万円 （関係会社） 百万円 （関係会社） 百万円

鹿島サイロ(株) 銀行借入
金 143

鹿島サイロ(株) 銀行借入
金 160

鹿島サイロ(株) 銀行借入
金 236

（注）保証債務のうち当社負担額を （注）同左 （注）同左
　記載しております。

相手先

銀行等借
入金

銀行借入
金等

銀行借入
金等

計

相手先

456 銀行借入
金等 376

銀行等借
入金 15,645

銀行借入
金等 147

(前　期)
平成15年3月31日

相手先

昭産開発(株) 2,202

相手先相手先

相手先

2,466

15,245

186

昭産開発(株)

銀行等借
入金

相手先

昭産開発(株)

計計

相手先相手先

(当中間期)
平成15年9月30日

銀行借入
金等 310

平成14年9月30日
(前年中間期)

2,202

16,045

114 銀行借入
金等
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（損益計算書関係）

１ 営業外収益のうち重要なもの １ 営業外収益のうち重要なもの １ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 10 百万円 受取利息 14 百万円 受取利息 31 百万円
有価証券利息 5 〃 有価証券利息 5 〃 有価証券利息 10 〃

２ 営業外費用のうち重要なもの ２ 営業外費用のうち重要なもの ２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 164 百万円 支払利息 128 百万円 支払利息 282 百万円
コマーシャル
ペーパー利息 2 〃

コマーシャル
ペーパー利息 2 〃

コマーシャル
ペーパー利息 10 〃

社債利息 106 〃 社債利息 106 〃

３ 特別利益のうち重要なもの ３ 特別利益のうち重要なもの ３ 特別利益のうち重要なもの

固定資産売却益 3 百万円 固定資産売却益 3 百万円
(主に機械装置) (主に機械装置)

４ 特別損失のうち重要なもの ４ 特別損失のうち重要なもの ４ 特別損失のうち重要なもの

固定資産売却損 15 百万円
(主に土地)

減価償却実施額 減価償却実施額 減価償却実施額

有形固定資産 2,417 百万円 有形固定資産 2,572 百万円 有形固定資産 5,267 百万円
無形固定資産 62 〃 無形固定資産 62 〃 無形固定資産 115 〃

(当中間期)
自　　平成15年4月 1日
至　　平成15年9月30日

(前　期)
自　　平成14年4月 1日
至　　平成15年3月31日

(前年中間期)
自　　平成14年4月 1日
至　　平成14年9月30日
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（リース関係取引）
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）借手側

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

（当中間会計年度） （前中間会計年度） （前会計年度）
機械装置 その他 機械装置 その他 機械装置 その他

及び運搬具 （工具器具備品） 及び運搬具 （工具器具備品） 及び運搬具 （工具器具備品）

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

取得価額相当額 146 392 538 133 423 556 169 438 607
減価償却累計額相当額 54 237 292 58 216 274 69 261 331
期末残高相当額 91 155 246 75 207 282 100 176 276

②未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

（当中間会計年度） （前中間会計年度） （前会計年度）
百万円 百万円 百万円

１年以内 86 93 93
１年超 159 188 182
合計 246 282 276

③支払リース料及び減価償却費相当額

（当中間会計期間） （前中間会計期間） （前会計年度）
百万円 百万円 百万円

支払リース料 51 52 106
減価償却費相当額 51 52 106
（注）上記金額は、「支払利子込み法」により算定しています。

④減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

合計 合計 合計
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部門別売上高明細表

(百万円未満切捨て）

（当中間期） （前年中間期） （前  期）

平成15年4月1日～ 平成14年4月1日～ 増    減 平成14年4月1日～

平成15年9月30日 平成14年9月30日 平成15年3月31日

金  額 ％ 金  額 ％ 金  額 ％ 金  額 ％

製    粉 17,329 27.8 16,301 25.7 1,027 6.3 32,331 25.7

油    脂 17,765 28.5 18,131 28.6 △ 365 △ 2.0 36,585 29.0

ぶどう糖 7,206 11.6 7,347 11.6 △ 140 △ 1.9 13,817 11.0

食    品 7,510 12.1 7,730 12.2 △ 220 △ 2.9 15,270 12.1

冷凍食品 － － 689 1.1 △ 689 △ 100.0 689 0.5

飼料畜産 9,974 16.0 10,325 16.3 △ 350 △ 3.4 21,679 17.2

倉    庫 1,608 2.6 1,992 3.2 △ 384 △ 19.3 3,877 3.1

事業開発 887 1.4 832 1.3 55 6.6 1,701 1.4

合    計 62,283 100.0 63,351 100.0 △ 1,068 △ 1.7 125,953 100.0

部    門

＊　冷凍食品部門に関しましては、平成14年8月1日付で連結子会社である昭和冷凍食品
　　株式会社へ営業譲渡しております。
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